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第１章
計画策定の背景
（１）世界の動き

　　

国連は、女性差別の撤廃に向けて世界的規模で取り組むため、１９７５年（昭和５０年）を「国際婦人年」と定め、「平等・開発・平和」をテーマとした「国際婦人年世界会議」（第１回世界女性会議）をメキシコシティで開催し、女性の地位向上を図るためのガイドラインとなる「世界行動計画」を採択しました。

　　また、１９７６年（昭和５１年）から１９８５年（昭和６０年）を「国連婦人の１０年」とし、世界各国で女性の地位向上のための施策を重点的に取り組むこととしました。

　　１９７９年（昭和５４年）には、政治・経済・社会・文化等、あらゆる分野における女子差別をなくすために必要な措置を規定した「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」（以下「女子差別撤廃条約」という。）を採択し、各国の取り組みはなお一層推進されることとなりました。
　　１９８０年（昭和５５年）の「コペンハーゲン会議」（第２回世界女性会議）に続き、１９８５年（昭和６０年）の「国連婦人の１０年ナイロビ会議」（第３回世界女性会議）において、西暦２０００年に向けての「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」を採択し、「国連婦人の１０年」を締めくくりました。

　　１９９５年（平成７年）北京で開催した「第４回世界女性会議」では、男女が対等なパートナーとなるための国際的な指針として「北京宣言」と「行動綱領」を採択しました。「行動綱領」では、２０００年（平成１２年）までの５年間に優先的に取り組むべき貧困・教育・健康など１２の分野における戦略目標を示しました。

　　２０００年（平成１２年）にニューヨークで開催した「女性２０００年会議」において、「行動綱領」の達成状況の検討・評価が行われるとともに、その完全実施に向けた「政治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブに関する文書」いわゆる「成果文書」を採択しました。

　　２００５年（平成１７年）北京において「北京＋１０」が開催され、「北京宣言」と「行動綱領」の再認識と各国政府にさらなる行動を求める「政治宣言」を採択したところです。
　　２０１０年（平成２２年）ニューヨークにおいて、「北京＋１５」が開催され、「北京宣言」と「行動綱領」の再認識し、実施に向けた国連やＮＧＯ等の貢献強化などの宣言を採択しました。
　　２０１２年（平成２４年）第５６回国連婦人の地位委員会において、東日本大震災の経験や教訓を各国と共有し、より女性に配慮した災害への取組みを促進することを目指して「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメント」決議が採択されました。


（２）国及び福島県の動き

　　

政府は、「国際婦人年世界会議」で採択された「世界行動計画」を受け、１９７５年（昭和５０年）総理府に婦人問題企画推進本部を設置するとともに、１９７７年（昭和５２年）には　今後１０年間の女性行政関連施策の方向を示した「国内行動計画」を策定し、国際的な潮流に呼応した取り組みを推進することとなりました。

　　ことに「男女雇用機会均等法」の制定や「民法」「戸籍法」の改正など男女平等に関する法律や制度面の整備により、１９８５年（昭和６０年）には「女子差別撤廃条約」を批准するに至りました。

　　１９８７年（昭和６２年）、「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」を受けて、「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」を策定し、１９９１年（平成３年）には固定的な性別役割分担意識の解消と女性のあらゆる分野における参画を図るため、第一次改定が行われました。

　　１９９６年（平成８年）には、北京で開催された「第４回世界女性会議」で採択された「北京宣言」「行動綱領」や、男女共同参画審議会が答申した「男女共同参画ビジョン」を踏まえ、男女共同参画社会の形成の促進に関する新たな計画である「男女共同参画２０００年プラン」を策定しました。

　　さらに、我が国における男女共同参画社会の形成を促進するため、１９９９年（平成１１年）６月「男女共同参画社会基本法」が制定されるとともに、２０００年（平成１２年）１２月には、同法に基づく初めての法定計画である「男女共同参画基本計画」が策定され、一層の充実が図られました。

　　国内の推進体制としては、２００１年（平成１３年）に内閣府に国務大臣や学識経験者で構成される「男女共同参画会議」が設置されるとともに、男女共同参画室が男女共同参画局に改編され強化されました。法律面においても、２００１年（平成１３年）に｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律｣（以下｢ＤＶ防止法｣という。）を制定、２００２年（平成１４年）の｢育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律｣の改正や、２００４年（平成１６年）の｢ＤＶ防止法｣の改正等により整備が図られてきました。

２００５年（平成１７年）１２月２７日には、新たに｢男女共同参画基本計画（第２次）｣を閣議決定し、我が国における男女共同参画社会の実現に一層取り組んでいくこととしました。

　　２００７年（平成１９年）国、経済界、地方公共団体の代表などからなる「官民トップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定されました。
　　２００８年（平成２０年）女性の参画拡大を推進するための戦略的な取組みを定める「女性の参画加速プログラム」を決定し、様々な分野において女性の参画促進を進めるための基盤整備や参画が進んでいない分野についての重点的取組みを推進することとしました。
　　２０１０年（平成２２年）「男性、子供にとっての男女共同参画の推進」など重点分野を新設した「第３次男女共同参画基本計画」が策定されました。
【整備された主な法制度】

　１９８９年　学習指導要領の改正（高等学校家庭科の男女共修等）

　１９９１年　育児休業法の成立

　１９９５年　育児休業法の改正（育児・介護休業法）

　１９９７年　男女雇用機会均等法の改正（努力義務から法的義務へ）

　１９９９年　男女共同参画社会基本法の成立

　２００１年　配偶者暴力防止法の成立

　２００３年　次世代育成支援対策推進法の成立

　２００４年　配偶者暴力防止法の改正

　２００６年　男女雇用機会均等法の改正（性別による差別の禁止）
　２００７年　配偶者暴力防止法の改正（電話等を禁止する保護命令の追加等）
　　　　　　　パートタイム労働法の改正

２００８年　次世代育成支援対策推進法の改正（一般事業主行動計画の策定・届出義務付けの対象を拡大）
２００９年　育児・介護休業法の改正（子育て中の短時間勤務制度及び所定外労働（残業）の免除の義務化等）　

福島県では、こうした世界や国の動きにあわせ、１９７８年（昭和５３年）に「青少年婦人課」が設置され、女性行政の総合的な推進体制が確立されました。また１９８３年（昭和５８年）「婦人の地位と福祉の向上のための福島県計画」が策定されました。

　　さらに、１９８８年（昭和６３年）には、国の「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」を受け、「婦人の地位と福祉の向上のための福島県計画」の改訂がなされ、１９９１年（平成３年）に、青少年婦人課に婦人行政係が設置されました。

　　１９９４年（平成６年）３月には、「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」の第１次改定を受け、「ふくしま新世紀女性プラン」が策定され、男女共同参画社会形成のため県の行政各分野における女性施策推進の基本方向が示されました。

　　同じく１９９４年（平成６年）には、青少年女性課に女性政策室が設置され、女性施策への取り組みの体制が強化されました。

　　２００１年（平成１３年）１月には、県内の男女共同参画社会形成の拠点となる「福島県男女共生センター」が二本松市に開館しました。また、同年２月には、「ふくしま新世紀女性プラン」にかわる男女共同参画社会形成に向けた新しい指針となる「ふくしま男女共同参画プラン」が策定されました。

　　２００２年（平成１４年）に、男女の実質的な平等を実現し、男女一人ひとりが個人として尊重される社会を形成するため、「福島県男女平等を実現し男女が個人として尊重される社会を形成するための男女共同参画の推進に関する条例」（以下「男女共同参画推進条例」という。）を制定されました。

さらに、男女共同参画推進条例の規定に基づき、知事の附属機関として、男女共同参画の推進に関する事項等を調査審議する「福島県男女共同参画審議会」を設置するとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策等への県民及び事業者の意見申出を適切に処理するため、男女共同参画推進員を配置しました。

　　２００３年（平成１５年）には、県においてＦ・Ｆ（フラット・フレシキブル）型行政組織を全庁に導入し、男女共同参画社会の形成を担当する部署として、人権男女共生グループを設置しました。

　　２００５年（平成１７年）には、男女共同参画に関する施策の総合的かつ体系的な推進を図るため、知事を本部長とする「福島県男女共同参画推進本部」を設置し、各種施策を展開しています。
　　２００８年（平成２０年）男女共同参画の形成を担当する部署として、人権男女共生課を設置しました。
　　２００９年（平成２１年）２００５年改訂した「ふくしま男女共同参画プラン」について社会経済に対応するため、平成２２年の終期を待たずに１年前倒しで改訂しました。
２０１２年（平成２４年）平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及びその後の東京電力第１原子力発電所事故の教訓を踏まえ、「ふくしま男女共同参画プラン」に復興・防災を追加する改定を行いました。
また、人権男女共生課と青少年育成室を統合し、青少年・男女共生課を設置しました。

（３）棚倉町の動き
本町においては、昭和５２年１月に全国でも２番目の女性の町長が誕生し、早い段階から政治への参画が行われてきました。しかし、以前から婦人会やＪＡ、商工会等の女性部の積極的な活動に取り組むものの、いまだに男性・女性という性別で役割が決まってしまうことが多いのが現状です。こうしたことから、平成１９年度にたなぐらまち男女共同参画基本計画を策定し、広報誌による情報提供や町の各委員会や付属機関における委員の選定などに配慮してきた結果、平成２６年４月１日現在、全体の２１．９％の登用率となっています。
今後も、なお一層お互いが協力し合う社会を確立するため、住民と行政が一体となった運動を進めていくことが必要となっています。
そのため、平成２６年度に策定した「第６次棚倉町振興計画」においては、今後のまちづくりを「自立と協働」の視点で進めつつ「住民が主役のまち」「安心で優しいまち」「誇りと愛着のもてるまち」の３つを基本理念とし、町の将来像を「人を・心を・時をつなぐ　たなぐらまち　～ほっとするわたしのふるさと～」とし、住民と行政が互いに尊重し自立と協働により、ずっと住み続けたい町を目指すこととしています。


第２章

計画の基本的な考え方

（１）計画策定の趣旨

　　

１９７５年（昭和５０年）の国際婦人年以降人間らしく平等に生きたいという女性たちの意識の高まりは世界的な広がりを見せ、我が国においても「男女共同参画基本計画社会基本法」の制定など男女平等に関する法制度の整備が進んでいます。また、福島県においても「ふくしま男女共同参画プラン」を策定し、男女共同参画社会形成に向けた取り組みが行われています。
こうしたことから、本町においても平成１９年度に「人権の尊重と男女共同参画社会に向けた意識改革」「様々な分野への男女共同参画社会づくり」「いろいろな生き方が選択できる社会づくり」の３つを基本目標とした「たなぐらまち男女共同参画基本計画」を策定し、男女共同参画社会を目指し取り組みを進めてきました。
しかし、各委員会や付属機関における女性委員数などは増加し、徐々に女性の参画は進んでいるものの、社会慣行や人々の意識の中には、まだまだ男女の役割を固定的にとらえる考え方が根強く残っています。
　　また、平成２６年度に策定した「第６次棚倉町振興計画」においては、今後のまちづくりを「自立と協働」の視点で進めつつ「住民が主役のまち」「安心で優しいまち」「誇りと愛着のもてるまち」の３つを基本理念とし、町の将来像を「人を・心を・時をつなぐ　たなぐらまち　～ほっとするわたしのふるさと～」とし、住民と行政が互いに尊重し自立と協働により、ずっと住み続けたい町を目指すこととしています。
　　このようなことから、男女が性別にかかわりなく自己の能力を自らの意思に基づいて発揮でき、あらゆる分野に対等な立場で参画し、ともに棚倉町のまちづくりを担う社会を実現するため、「第２次たなぐらまち男女共同参画計画」を策定します。

（２）計画の性格と位置付け

①　本計画は、「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項の規定に基づき、棚倉町における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に策定します。

②　本計画は、国の「男女共同参画基本計画」及び福島県の「ふくしま男女共同参画プラン」を勘案して策定します。

③　本計画は、「第６次棚倉町振興計画」や町における他の計画との整合性を図った計画であるとともに、住民の意見を尊重して策定します。


（３）計画の基本理念

　　

棚倉町の男女共同参画形成の必要性を踏まえ、この計画の基本理念を次のとおりとします。
　「男女が共に生き 知恵を出し合い 共に輝くまちづくり」

（４）基本目標

　
　棚倉町の男女共同参画社会の『基本理念』を踏まえ、すべての人が個人として尊重され、性別にかかわりなく、その個性と能力を自らの意志に基づいて発揮することができる社会を目指すため、以下の３つを基本目標と定めます。
基本目標１　男女共同参画への意識づくり
基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり
基本目標３　人権が侵害されることのない社会環境づくり
（５）計画の期間

　　

本計画の期間は、「第６次棚倉町振興計画」の計画期間に合わせ平成２７年度から平成３６年度までの１０年間としますが、社会情勢の変化などを踏まえ、必要に応じて見直しを行います。
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第３章

計画の内容
基本理念 「男女が共に生き 知恵を出し合い 共に輝くまちづくり」
計画の体系

	基本目標１
	男女共同参画への意識づくり
	男女共同参画への理解促進
	多様な媒体によるわかりやすい広報・啓発

	
	
	
	関係機関との連携・協力による啓発

	
	
	
	統計等資料の整備

	
	
	男女共同参画の視点による学習の推進
	男女共同参画の視点に立った学校教育の充実

	
	
	
	学校運営における男女共同参画の推進

	
	
	
	幼児期における男女共同参画教育の取り組み

	
	
	
	教職員等への研修の充実

	
	
	
	意識改革のための学習機会の充実

	基本目標２
	男女共同参画の社会環境づくり
	ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進
	子育て支援の充実

	
	
	
	事業主に理解と職場環境整備の促進

	
	
	
	無料職業紹介所の充実

	
	
	
	女性家族労働者の就労条件の整備

	
	
	
	男性の家事、育児、介護等への参加促進

	
	
	地域活動における男女共同参画の環境づくり
	地域活動における女性の参画促進

	
	
	
	コミュニティ活動の促進

	
	
	
	ボランティア活動の支援

	
	
	
	災害時における男女双方の視点の反映

	
	
	
	防災分野における女性の参画

	
	
	政策・方針決定過程への男女共同参画の推進
	審議会等への女性委員の参画促進

	
	
	
	女性の政治参画を推進するための啓発

	
	
	
	女性の人材育成のための研修や学習機会の充実

	基本目標３
	人権が侵害されることのない社会環境づくり
	人権が侵害されることのない社会環境づくりに向けた支援
	ＤＶやセクハラ等の防止に向けた啓発活動の実施

	
	
	
	各種相談の実施




基本目標１　男女共同参画への意識づくり

（１）男女共同参画への理解促進

【現状と課題】
男女共同参画社会への取組みが全国で進められていますが、「男女共同参画」という言葉自体や基本的な考え方が十分に認知され、理解されるまでには至っていないのが現状です。また、その考え方、とらえ方は性別・年代によって異なりますが、依然として「男は仕事、女は家庭」という女性の生き方を固定的な考えでとらえようとする意識が存在しています。このように、いまだに固定的な性別役割分担意識や不平等感が社会的に解消されない点に加え、「男女共同参画」の考え方が十分に理解されない点については、男女共同参画を推進していく上で大きな支障となっています。
また、本町が男女共同参画を効果的に推進していくためには、本町における現状や課題を十分に把握し、各種施策に反映させていくことが重要です。

【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○多様な媒体によるわかりやすい広報・啓発

○関係機関等との連携・協力による啓発
○統計資料等の整備

	・様々な媒体を活用し、わかりやすくするなど工夫しながら広報・啓発を展開していきます。
・男女共同参画に関する関係機関や団体等と連携・協力しながら、広報・啓発活動を実施していきます。

・男女共同参画に関する統計等により現状を把握するとともに、施策推進の参考とするため、統計資料等の整備を行っていきます。


	・広報たなぐら、ホームページ、フェイスブックの充実

・県男女共生センターとの連携、協力


	総　務　課
企画情報課

総　務　課
生涯学習課

総　務　課
企画情報課



基本目標１　男女共同参画への意識づくり

（２）男女共同参画の視点による学習の推進

【現状と課題】
男女共同参画を進めていくためにはあらゆる機会を通じて情報や学習機会を提供し、生涯にわたり主体的で多様な生き方を選択できる能力を育成することが重要です。
また、教育の充実が男女共同参画を推進していくうえで人格形成に大きな影響を与え、特に幼児期における男女共同参画の視点に立った教育は、男女平等意識づけが形成されるばかりでなく、人権を尊重する心を育むことができます。
さらに、子どもだけではなく大人も含め多くの人に男女共同参画の考え方を理解していただくには、広報活動だけでは十分とは言えません。男女共同参画社会実現の必要性・重要性を理解し、現状を正しくとらえ、課題解決に向け一人ひとりが取り組むためには、学習機会の充実を図ることも重要です。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○男女共同参画の視点に立った学校教育の充実

○学校運営における男女共同参画の推進


	・各小中学校の児童・生徒に対し、男女　　　　共同参画意識を醸成するため、男女共同参画の視点に立った授業の取り組みに努めます。

・行事等において男女が共同で参画できる体制づくりに努めます。また、性別にとらわれることなく、個々の児童・生徒の能力・適正を生かした進路指導やキャリア教育を推進します。


	・取組事例の調査、研究

・男女平等観に立ったキャリア教育の推進


	教育総務課
教育総務課

生涯学習課





	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○幼児期における男女共同参画教育の取り組み

○教職員等への研修の充実

○意識改革のための学習機会の充実

	・幼稚園児や保育園児に対して、性別にとらわれず、一人一人の個性、能力を伸ばし、自立を促す保育への取り組みに努めます。

・学校教職員及び幼児を教育・保育する立場にある者への男女共同参画教育研修の充実を図ります。

・男女の固定的な役割分担意識の是正や意識改革のための各種講演会など、学ぶ機会を充実させます。
	・教育関係者に対する研修機会の提供

・各種講演会の開催

・県男女共生センター主催セミナーの紹介


	健康福祉課　　教育総務課

教育総務課
総　務　課
生涯学習課
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基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり

（１）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

【現状と課題】
いわゆる「育児・介護休業法」が平成１７年に改正されて以来、多くの事業所で育児休業制度等の整備が進んできていますが、いまだに取得者における男女の割合には大きな隔たりがあるため、今後も事業者に対して男女共同参画への理解を促進していくとともに、育児や介護への支援制度の充実が求められています。
　　また、女性の社会進出が進むなか、育児や介護などの両立が難しく、男性と比較して生涯にわたる就業を継続しにくい環境にあります。
男女がともに働きやすい職場環境を整備していくためには、事業者や個々の就業者がともに仕事中心のライフスタイルの見直しや長時間労働の抑制に取り組んでいくことが重要であるため、ワーク・ライフ・バランスの必要性や効果について積極的に情報提供や啓発を行っていく必要があります。
また、家事や育児、介護などにおいて女性の負担軽減を図り、男女がともに仕事、家庭生活、地域活動などにバランスよく参画できるよう取り組む必要があります。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○子育て支援の充実

○事業主の理解と職場環境整備の促進

	・保育園での延長保育、一時保育など就労形態にあった保育サービスの充実を図ります。また、棚倉町子どもセンターの活用を図るとともに、子育てボランティアを育成します。
・幼稚園の預かり保育を充実させます。また、放課後児童クラブについては時間の延長と対象を小学校１年生から６年生まで拡大します。

・男女共同参画に関する関係機関や団体等と連携し、事業主に対してワーク・ライフ・バランス推進に係る意識啓発を図ります。また、仕事と家庭生活が両立しやすい各種制度や多様な就労形態の普及に努めます。


	・ファミリーサポートセンター事業の実施

・預かり保育及び放課後児童クラブのサービスの充実

・福島労働局や県男女共生センターとの連携、協力

・労働時間の短縮など多様な就労形態の普及促進

・ハローワークとの連携


	健康福祉課

教育総務課

健康福祉課

総　務　課
商工農林課




	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○無料職業紹介所の充実

○女性家族労働者の就労条件の整備

○男性の家事、育児、介護などへの参加促進
	・女性の就労を支援するため、関係機関等と連携して各種就労情報を提供します。また、再就職や再チャレンジのための支援及び労働条件の改善に向けた啓発等を実施し多様な生き方を支援していきます。

・女性家族労働者の役割や就労条件、就労環境を明確にする協定を結ぶ等、女性の個性と能力が十分に発揮できる就労条件の整備を推進していきます。

・男性の家事、育児、介護等への参画を促進するため、育児・介護休業法等の情報提供をするとともに男性が参加しやすい研修機会の確保に努めます。


	・求人、再就職情報の提供

・「家族経営協定」の普及促進

・育児・介護休業法等の周知

・各種講座の開催
	商工農林課

商工農林課

商工農林課

健康福祉課
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基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり

（２）地域活動における男女共同参画の環境づくり

【現状と課題】
少子高齢化が進むなか、すべての住民が心豊かに充実して暮らせる地域社会を実現していくためには、男性が仕事で培ってきた経験やノウハウを生かしながら地域活動に参画するだけではなく、女性が地域活動において役員を担うことによって、多様な視点や新たな発想をそれぞれの場に反映していくことが不可欠です。
しかしながら、地域で活動する団体等における女性役員の割合は低く、また、若い世代の参画も少ないのが現状です。
地域における男女共同参画の環境づくりのため、男性は「仕事優先」、女性は「家庭優先」という固定的な性別役割分担意識をなくしていくことが求められています。
また、東日本大震災時の避難所等において、女性の視点が反映されにくい状況を踏まえ、災害時の対応において男女双方の視点を反映させるとともに、防災分野における女性の参画ができるよう取り組む必要があります。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○地域活動における女性の参画促進

○コミュニティ活動の促進

○ボランティア活動の支援

	・女性にとって住みよい地域社会づくりを推進するため、町内会等における方針決定過程への女性の参画を促進していきます。

・男女がともに地域活動に参画できるよう意識の高揚を図るとともに、女性が活動しやすい活動拠点の整備やネットワークづくりを促進します。

・ボランティアの養成講座を開催するなど、女性の社会参加を促進するとともに、ボランティア活動の支援を図ります。


	・リーフレット等による啓発、情報提供

・男女共同参画に関わる団体のネットワーク化の促進

・ボランティア養成講座開催情報の提供


	総　務　課

総　務　課

総　務　課




	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○災害時における男女双方の視点の反映
○防災分野における女性の参画


	・災害時に避難所が設置された場合において、男女双方が積極的に運営に参画し、女性や要援護者に配慮した環境を整備します。また、女性や高齢者、乳幼児、要援護者等の特有の物資を供給できるよう対応します。
・防災分野の政策・方針決定過程の場等への女性の参画拡大を図っていきます。


	・防災関係の審議会等への登用促進
	住　民　課
住　民　課
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基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり
（３）政策・方針決定過程への男女共同参画の促進

【現状と課題】
本町の政策形成に多様な視点を取り入れ、男女がともに暮らしやすいまちにしていくためには、女性の視点が不可欠です。
本町の審議会等における女性委員の割合については、「たなぐらまち男女共同参画計画」に基づき女性の登用について配慮してきた結果、年々増加傾向にあり、平成１９年度の１５．６％から平成２６年度は２１．９％になりましたが、国の目標値である３０．０％までは依然として開きがある状況です。審議会等の性格上、他機関の有識者で委員を構成する規定があるなど、容易に女性の参画率が向上しない状況にありますが、政策・方針決定過程における女性の参画を促進していくためには、女性への意識啓発と自ら意識と能力を高め力を持つこと（エンパワーメント）が不可欠です。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○審議会等への女性委員の参画促進

○女性の政治参画を推進するための啓発

○女性の人材育成のための研修や学習機会の充実


	・幅広く町民の意見を反映するため、各種審議会等へ女性委員の登用を促進することに務めます。
・女性の政治への関心と参画を促進するため情報を提供し意識の高揚に努めます。

・各分野へ女性の登用を促進するため、研修や学習の機会を提供します。また人材の発掘と養成に努めます。


	・女性の登用率向上に配慮した人選

・県男女共生センターとの連携、協力
・成人式における政治参画啓発

・各種講座開催情報の提供


	各課
総　務　課
生涯学習課

選挙管理委員会

総務課
生涯学習課





基本目標３　人権が侵害されることのない社会環境づくり
（１）人権が侵害されることのない社会環境づくりに向けた支援
【現状と課題】
配偶者、恋人などのパートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレンス）（以下「ＤＶ」という。）、職場や学校でみられるセクシャル・ハラスメント（以下「セクハラ」）、性暴力、人身取引などは犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、その多くは女性が被害者となっています。
国は平成１３年に配偶者暴力防止法を制定し、県においても平成１６年度から女性の保護行政を行う「女性のための相談支援センター」が整備されました。
このように、男女間の暴力根絶の取り組みが進む一方、依然として女性に対する暴力が見られ、まだ潜在していることが推測されます。
暴力の存在は、人間の尊厳を踏みにじり、男女共同参画社会の実現を阻害するものであることから、性差別や暴力を許さない社会の形成に向け、関係機関等との連携により、積極的に取り組んでいく必要があります。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○ＤＶやセクハラ等の防止に向けた啓発活動の実施
○各種相談の実　

　施


	・ＤＶやセクハラ等に対し正しく理解するための啓発を図り、ＤＶやセクハラ等の被害者を減らす取り組みを行っていきます。そのため、ＤＶやセクハラ等の防止に向けて関係機関と連携して事業を行うとともに協働しながら啓発活動を行っていきます。

・日常生活での悩みや行政への問い合わせ等の相談を職員が受け付けており、相談内容によって人権相談や無料法律相談等専門的な相談機関の紹介や関係課、機関と相互連携を図ることで対応していきます。


	・リーフレット等による啓発、情報提供

・個人情報の適切な管理

・窓口での相談受付

・社会福祉協議会の心配ごと相談

・国、県の相談窓口の情報提供
	総　務　課
健康福祉課

住　民　課
総　務　課
健康福祉課
(社会福祉協議会)




第４章

計画の推進
（１）計画の推進
　
　　本計画の内容を実現するためには、男女共同参画社会形成に向けて全庁的に取り組むことはもちろん、事業者や関係団体との連携を図りながら、住民の理解と協力を得ることが重要です。
　　このため、住民の意見を幅広く取り入れながら男女共同参画社会形成に向けた施策を推進します。

（２）推進体制

　
　男女共同参画に関する施策の総合的な推進体制を更に充実させ、他機関等との連携強化を図り、積極的な事業展開を図ります。
①　庁内の推進体制強化
これまでの庁内の取り組みとして、女性職員の割合の増加や業務の割り振りを性別によって固定しないといった固定的な性別役割分担意識をなくすことに務めており、一定の成果が上がっています。しかしながら未だ女性管理職の割合が低い等の課題があります。役場が率先して男女共同参画を推進していくために、ワーク・ライフ・バランスの推進や育児休業を男女ともに取得しやすい環境の整備等、男女がともに働きやすい職場環境整備に向けた取り組みをしながら、職員一人一人が常に男女共同参画の理念を念頭に置いて各種施策を展開し、庁内での連携を図り、男女共同参画に関する施策の総合的かつ体系的な推進を図るとともに、本計画の推進及び進行管理を行います。
②　国や福島県との連携

　　　　これまでも本町の男女共同参画を促進するため、国や福島県が実施する男女共同参画に関する研修や有識者等の人材に関する情報提供等をしてきましたが、さらに連絡を密にし、各種施策の推進を図ります。
③　事業者・関係機関・各種団体等との連携
男女共同参画の推進に積極的な事業者も多い一方で、未だ職場や地域活動の場等において固定的な性別役割分担意識が根強く残り、地域における様々な課題解決に向けて男女共同参画の視点が十分に生かされていないことから、社会の構成員それぞれが相互に連携しながら男女共同参画に自主的に取り組み、実践の拡大を促進するため、町内の各界各層との連携・協力体制を一層充実します。
（３）進行管理

　　

本計画の進行管理は、総務課において行います。
また、本計画が実行性のあるものとするため、毎年度各種施策の進捗状況を把握し、その結果を５年ごとに公表し、より効果的な推進につながるよう課題等を明らかにし、住民の理解と協力を得ながら推進していきます。


資料編

・　棚倉町男女共同参画基本計画策定委員会設置要綱
・　棚倉町男女共同参画基本計画策定委員会委員名簿
・　男女共同参画社会基本法
・　用語集
棚倉町男女共同参画基本計画策定委員会設置要綱

（設置）

第１条　男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）に基づき、男女共同参画

　社会の形成の促進に関する施策について基本的な計画を策定するため、棚倉町男女共

　同参画基本計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条　委員会は、次に掲げる事項を所掌する。

（1） 棚倉町男女共同参画基本計画の策定に関すること。

（2） その他委員会が必要と認めること。

（組織）

第３条　委員会は、委員１２名以内をもって組織する。

２　委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。

３　副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

　その職務を代理する。

（委員の任期）

第４条　委員の任期は計画決定時までとし、委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期

　は、前任者の残任期間とする。

（会議）

第５条　委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。

２　委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

　ところによる。

４　委員会は、必要があるときは、関係者の出席を求めて、意見を聴くことができる。

（庶務）

第６条　委員会の庶務は、棚倉町役場総務課において処理する。

（委任）

第７条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

　員会に諮って定める。

附則

この要綱は、平成１８年９月１日から施行する。
棚倉町男女共同参画基本計画策定委員会委員名簿

	
	役職名
	氏　名

	1
	委 員 長
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	4
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(えんどう),遠藤)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ともこ),智子)

	5
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(えだ),江田)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(けいこ),恵子)

	6
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ふじた),藤田)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ゆう),有)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(み),美)

	7
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(すずき),鈴木)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(みき),幹)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ひさ),久)

	8
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ささがわ),笹川)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(くみこ),久美子)

	9
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ひるた),蛭田) 　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(めぐみ),恵)

	10
	委    員
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(かなざわ),金澤)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(たかし),孝史)




男女共同参画社会基本法

（平成１１年６月２３日法律第７８号）

最終改正：平成１１年１２月２２日法律第１６０号

前文
第１章　総則（第１条―第１２条）

第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条―第２０条）

第３章　男女共同参画会議（第２１条―第２８条）

附則


　我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。
　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。
　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。
　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。

　第１章　総則
（目的）
第１条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
（定義）
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。
二　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
（男女の人権の尊重）
第３条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。
（社会における制度又は慣行についての配慮）
第４条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。
（政策等の立案及び決定への共同参画）
第５条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。
（家庭生活における活動と他の活動の両立）
第６条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。
（国際的協調）
第７条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。
（国の責務）
第８条　国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務）
第９条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。
（国民の責務）
第１０条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。
（法制上の措置等）
第１１条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。
（年次報告等）
第１２条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。
２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。
　

第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策
（男女共同参画基本計画）
第１３条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。
２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなければならない。
５　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。
（都道府県男女共同参画計画等）
第１４条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。
２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。
４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
（施策の策定等に当たっての配慮）
第１５条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。
（国民の理解を深めるための措置）
第１６条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。
（苦情の処理等）
第１７条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。
（調査研究）
第１８条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。
（国際的協調のための措置）
第１９条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。
（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）
第２０条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。
　　　

第３章　男女共同参画会議
（設置）
第２１条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。
（所掌事務）
第２２条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。
二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。
三　前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。
四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。
（組織）
第２３条　会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。
（議長）
第２４条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。
２ 　議長は、会務を総理する。
（議員）
第２５条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。
一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者
二　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者
２　前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。
３　第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０分の４未満であってはならない。
４　第１項第２号の議員は、非常勤とする。
（議員の任期）
第２６条　前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。
（資料提出の要求等）
第２７条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。
２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。
（政令への委任）
第２８条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定める。
附　則　（平成１１年６月２３日法律第７８号）　抄 
（施行期日）
第１条　この法律は、公布の日から施行する。
（男女共同参画審議会設置法の廃止）
第２条　男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。
（経過措置）
第３条　前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１条第１項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。
２　この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第２３条第１項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。
３　この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第２４条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第３項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。
附　則　（平成１１年７月１６日法律第１０２号）　抄 
（施行期日）
第１条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
二　附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第２３条、第２８条並びに第３０条の規定　公布の日
（職員の身分引継ぎ）
第３条　この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）第８条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに　これらに類する者として政令で定めるものを除く。）である者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新府省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。
（別に定める経過措置）
第３０条　第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定める。

附　則　（平成１１年１２月２２日法律第１６０号）　抄 
（施行期日）
第１条　この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成１３年１月６日から施行する。


用　語　集

ＮＧＯ（ｎｏｎ　ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｉ　ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）　

　非政府組織の略称で、政府の活動と区分される民間の活動を行う組織・団体をいう。

ジェンダー（ｇｅｎｄｅｒ）

　社会的、文化的につくられた性差のこと。生物学的な性差（ｓｅｘ：セックス）に対して、これと区分するために、国際的も広く使用されることとなった概念・用語。「ジェンダー」という用語には、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではない。

エンパワーメント（ｅｍｐｏｗｅｒｍｅｎｔ）

　力をつけること。個々の女性が自ら意識と能力を高め、政治的、経済的、社会的及び文化的に力を持った存在になること。

ドメスティック・バイオレンス（ｄｏｍｅｓｔｉｃ　ｖｉｏｌｅｎｃｅ）（略称ＤＶ）

　配偶者や恋人など密接な関係にある者から振るわれる暴力のこと。多くの場合は、男性から女性に振るわれる。身体的暴力や性的暴力だけでなく、精神的暴力も含まれる。

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

　男女がともに、ライフステージに応じて、仕事や家庭、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動を含めた生活スタイルを自らの選択によるバランスで形成すること。

セクシャル・ハラスメント（ｓｅｘｕａｌ　ｈａｒａｓｓｍｅｎｔ）（略称セクハラ）

　「性的いやがらせ」のこと。相手の意に反する性的な言動によって、不利益を与えたり、不快な思いをさせたり、能力の発揮に重大な影響を与えたりすること。

キャリア教育

　一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育。なお、キャリアとは、人が生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自らの役割の価値や自分と役割との関係を見出していく連なりや積み重ねのこと。

家族経営協定

　家族農業経営に携わる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農業経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて家族間で十分に話し合って決めた協定のこと。

育児・介護休業法

　仕事と家庭の両立支援対策を充実するため、平成３年５月に施行された法律。労働者が退職せずに育児や介護を行うことができるよう、休業、時間外労働の制限、勤務時間短縮制度等の措置について定められている。
男女共同参画社会
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